
令和 元 年 6 月 2 年 8 月

□ □
■ □
□ □
□ □
□ ） □ ）

２　市民参加方法の予定と実績

（２）パブリックコメント

2 年 5 月頃 ～

日間 日間

件 件 人

件

件

件

2 年 8 月頃

＜令和元年度実績＞
　・審議会６回開催（公開）

委員構成内容：学識経験者１名、公共的団体を代表する者１０名、学校関係者１名、公募市民３名
委員男女比：　　（男：女）＝９：６
内　容：　　　　　条例に基づく安城市の取組について、条例の規定について

様式１-１
令和２年度市民参加推進調査シート 新規　・　継続

R1.12.6作成日：

Ｎｏ． 1 対象事項 安城市自治基本条例の改正

課名 企画情報課 対象区分 （１）条例の制定・改廃

市民参加の
手法

予　定 実　績
審議会等 審議会等

パブリックコメント パブリックコメント

１　概要

対象事項の
概要

安城市自治基本条例第２６条の規定により、５年に１度の検証を実施する。

実施期間 令和

ワークショップ

備考

市民説明会 市民説明会

その他（ その他（

ワークショップ

日数 日数

周知方法
（設置場所）

広報誌、市公式ウェブサイト、図書情報館（アン
フォーレ内）、教育センター、市民交流センター、市
体育館、公民館等市の施設、企画担当課窓口等

周知方法
（設置場所）

予　定 実　績

意見募集期間 意見募集期間

30

令和

反映した
主な意見

結果公表時期 結果公表時期

想定件数 提出件数

工夫点 できる限り多くの施設で周知する。

意見の反映

案を修正した　　

案を修正しなかった

感想、対象事項以外の意見等

10

令和

備考 備考

３　対象年度以外での市民参加の実績と予定について

～

資料２



令和２年度　市民参加推進調査シート（対象事項の概要）　

№ 1 対象事項 安城市自治基本条例の改正 担当課 企画情報課

予算額 - 対象市民 全安城市民

意見を反映できる余地 余地がある　・　ある程度余地がある　・　あまり余地がない

上記の理由
令和元年度開催の審議会での答申を踏まえて条例改正案を作成するため、審議会において確定的な判
断がされた事項以外については、意見を判定できる余地がある。

【事業概要及びスケジュール】

■概要
・安城市自治基本条例第２６条の規定により、５年に１度の検証を実施する。
・検証にあたり、市民参加のもとに検証する必要があるため、安城市自治基本条例審議会を設置し、検証する。
・具体的な条例改正案については、パブリックコメントを実施する。

■市民参加スケジュール
・R1年度　　自治基本条例審議会を開催（全６回）、条例の改正の必要性について答申
・R2.5頃　上記答申を受けて具体的な条例改正案を作成し、パブリックコメントを実施する。

R1年度
6月 7月 8月 9月 10月 12月 1月 2月11月

R2年度
6月 7月3月 4月 5月

様式１－２

パブリックコメント審議会① 審議会② 審議会④審議会③ 審議会⑤ 審議会⑥



令和 2 年 4 月 3 年 3 月

□ □
□ □
□ □
□ □
■ ） □ ）

２　市民参加方法の予定と実績

（５）その他（アンケート）

2 年 7 月頃 年 月頃

部 部

部 50 ％） 部 ％）

なし

課名 企画情報課ＩＣＴ推進室 対象区分 （２）計画の策定・変更

１　概要

令和２年度市民参加推進調査シート 新規　・　継続
様式１-１

作成日： R1.11.25

Ｎｏ． 2 対象事項 （仮称）安城市情報化推進計画

対象事項の
概要

（仮称）安城市情報化推進計画を策定する。

実施期間 令和

市民参加の
手法

予　定 実　績
審議会等 審議会等

パブリックコメント パブリックコメント

市民説明会 市民説明会

ワークショップ ワークショップ

その他（ アンケート その他（

備考

予　定 実　績

調査方法 調査票郵送、郵送回収 調査方法

調査時期 令和 調査時期 令和

調査対象 市内在住18歳以上の男女 調査対象

抽出方法 無作為抽出 抽出方法

予定配布数 500 配布数

回収見込数 250 （回収率 回収数 （回収率

活用方法 ニーズ把握及び新たな施策の検討
反映した
主な意見

備考 備考

３　対象年度以外での市民参加の実績と予定について

～



令和２年度　市民参加推進調査シート（対象事項の概要）　

№ 2 対象事項 （仮称）安城市情報化推進計画 担当課 企画情報課ＩＣＴ推進室

予算額 - 対象市民 各課が計画する実施施策による

意見を反映できる余地 余地がある　・　ある程度余地がある　・　あまり余地がない

3月

上記の理由
官民データ活用推進計画部分は、国の計画策定の手引きはあるが、情報化推進計画部分は市独自のた
め。

【事業概要及びスケジュール】

R2年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

様式１－２

■計画の概要
情報化推進計画と「官民データ活用推進基本法」に基づく市町村官民データ活用推進計画として位置付ける計画

■策定（制定）の根拠（背景）

・官民データ活用推進基本法第９条第３項

（市町村は、官民データ活用推進基本計画に即し、かつ、都道府県官民データ活用推進計画を勘案して、当該市町村の区域におけ

る官民データ活用の推進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるものとする。

■策定期間における市民参加のスケジュール

アンケート



令和 2 年 1 月 3 年 3 月

■ □
■ □
□ □
□ □
■ ） □ ）

２　市民参加方法の予定と実績

（１）審議会等

～ ～

24 人 ： 4 人 人 ： 人

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

□ □ ■ 無 □ □ □ 無

（２）パブリックコメント

2 年 7 月頃 ～

日間 日間

件 件 人

件

件

件

2 年 8 月頃

課名 危機管理課 対象区分 （２）計画の策定・変更

１　概要

令和２年度市民参加推進調査シート 新規　・　継続
様式１-１

作成日： R1.12.18

Ｎｏ． 3 対象事項 安城市国土強靭化地域計画の策定

対象事項の
概要

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法」（平成25年
法律第95号）に基づき、安城市国土強靭化地域計画を策定する。

実施期間 令和

市民参加の
手法

予　定 実　績
審議会等 審議会等

パブリックコメント パブリックコメント

市民説明会 市民説明会

ワークショップ ワークショップ

その他（ アンケート その他（

予　定 実　績

委員任期 H30.8.18 R2.8.17 委員任期

備考

審議会等の名称 防災会議 設置根拠 法律・条例

開催日 ７、２月 開催日

回数 ２回 回数

委員構成内訳

市長、指定地方行政機関職員１名、県職員４
名、警察官１名、広域連合職員１名、副市長、
教育長、消防機関の長１名、公共機関の者３
名、自主防災組織を構成する者１名、特に必
要として任命する者13名

委員構成内訳

委員の男女比 （男性：女性） 委員の男女比 （男性：女性）

委員名簿公開 公開 非公開 委員名簿公開 公開 非公開

内容 素案作成、パブリックコメントについて 内容

会議の傍聴 公開 非公開 会議の傍聴 公開 非公開

計画の公開 公開 非公開 計画の公開 公開 非公開

議事録の公開 公開 非公開 議事録の公開 公開 非公開

周知方法 市公式ウェブサイト 周知方法

予　定 実　績

年度毎の実績 公開 非公開 年度毎の実績 公開 非公開

意見募集期間 令和 意見募集期間

日数 30 日数

工夫点
・市の施設等に設置し、より多くの市民の
目に触れるようにする

意見の反映

案を修正した　　

案を修正しなかった

感想、対象事項以外の意見等

反映した
主な意見

周知方法
（設置場所）

広報あんじょう、市公式ウィブサイト、公民
館（12か所）、図書情報館（アンフォーレ
内）、危機管理課窓口

周知方法
（設置場所）

想定件数 5 提出件数

結果公表時期 令和 結果公表時期

備考 備考

～



（５）その他（アンケート）

2 年 6 月頃 年 月頃

部 部

部 90 ％） 部 ％）

なし

予　定 実　績

調査方法 研究会時に配布 調査方法

調査時期 令和 調査時期 令和

調査対象 減災まちづくり研究会参加団体（78団体） 調査対象

抽出方法 ‐ 抽出方法

予定配布数 78 配布数

回収見込数 70 （回収率 回収数 （回収率

活用方法 安城市の現状及び課題把握
反映した
主な意見

備考 備考

３　対象年度以外での市民参加の実績と予定について



■計画の概要

■策定の背景

■策定期間における市民参加のスケジュール

令和２年度　市民参加推進調査シート（対象事項の概要）　

№ 3 対象事項 安城市国土強靭化地域計画 担当課 危機管理課

予算額 １０，０００千円 対象市民 全安城市民

意見を反映できる余地 余地がある　・　ある程度余地がある　・　あまり余地がない

R1年度 R2年度
1月 2月 3月 4月 5月 1月 2月 3月10月 11月 12月

上記の理由 国等のガイドラインはあるが、市の現状に合わせて策定できるため。

【事業概要及びスケジュール】

　国土強靭化に係る市の他の計画等の指針となるべきものとして、「安城市国土強靭化地域計画」を策定するもの

・「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法」（平成25年法律第95号）
第４条
　地方公共団体は、第二条の基本理念にのっとり、国土強靱化に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の
状況に応じた施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責務を有する。
第１３条
　市町村は、国土強靭化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、当該市町村の区域における国土強靭化に関する施策
の推進に関する基本的な計画（以下「国土強靭化地域計画」という。）を、国土強靭化地域計画以外の国土強靭化に係る当該市町村の
計画等の指針となるべきものとして定めることができる。

7月 8月 9月6月

様式１－２

パブリックコメント

審議会①
審議会②アンケート



令和 元 年 9 月 3 年 3 月

■ □
■ □
□ □
□ □
□ ） □ ）

２　市民参加方法の予定と実績

（１）審議会等

～ ～

14 人 ： 3 人 人 ： 人

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ 無 □ □ □ 無

（２）パブリックコメント

2 年 12 月頃 ～

日間 日間

件 件 人

件

件

件

3 年 3 月頃

＜令和元年度実績＞
・委員会１回開催
・アンケートを約４０００人に実施。無作為抽出（一般市民＋障害者）

（集計中のため、回収数・回収率は未確定）

課名 障害福祉課 対象区分 （２）計画の策定・変更

１　概要

令和２年度市民参加推進調査シート 新規　・　継続
様式１-１

作成日： R1.12.16

Ｎｏ． 4 対象事項 安城市障害者福祉計画の策定

対象事項の
概要

障害者基本法第１１条及び障害者総合支援法第８８条並びに児童福祉法第３３条に基づき安城市障
害者福祉計画を策定する。

実施期間 令和

市民参加の
手法

予　定 実　績
審議会等 審議会等

パブリックコメント パブリックコメント

市民説明会 市民説明会

ワークショップ ワークショップ

その他（ その他（

予　定 実　績

委員任期 R1.9.19 R3.3.31 委員任期

備考

審議会等の名称 安城市障害者福祉計画策定委員会 設置根拠 法律・条例

開催日 ５、７、９、１１、２月 開催日

回数 ５回 回数

委員構成内訳

社会福祉関係者（２名）、医療関係者（２名）、
保健又は教育関係者（３名）、市民（２名）、当
事者団体（３名）、地域福祉関係者（３名）、雇
用関係者（１名）、企業等関係者（１名）

委員構成内訳

委員の男女比 （男性：女性） 委員の男女比 （男性：女性）

委員名簿公開 公開 非公開 委員名簿公開 公開 非公開

内容 計画策定に関する審議 内容

会議の傍聴 公開 非公開 会議の傍聴 公開 非公開

計画の公開 公開 非公開 計画の公開 公開 非公開

議事録の公開 公開 非公開 議事録の公開 公開 非公開

周知方法 市公式ウェブサイト 周知方法

予　定 実　績

年度毎の実績 公開 非公開 年度毎の実績 公開 非公開

意見募集期間 令和 意見募集期間

日数 30 日数

工夫点
・市の施設等に設置し、より多くの市民の
目に触れるようにする

意見の反映

案を修正した　　

案を修正しなかった

感想、対象事項以外の意見等

反映した
主な意見

周知方法
（設置場所）

広報あんじょう、市公式ウェブサイト、公民館
（12か所）、社会福祉会館、各福祉センター

周知方法
（設置場所）

想定件数 5 提出件数

結果公表時期 令和 結果公表時期

備考 備考

３　対象年度以外での市民参加の実績と予定について

～



　

　

令和２年度　市民参加推進調査シート（対象事項の概要）　

№ 4 対象事項 安城市障害者福祉計画策定 担当課 障害福祉課

予算額 ５，２８４千円 対象市民 全安城市民

意見を反映できる余地 余地がある　・　ある程度余地がある　・　あまり余地がない

上記の理由
策定委員会は計画策定に関わる他の会議等の意見を受け、計画策定の方向を決める役割を担っている
ため。

【事業概要及びスケジュール】

R2年度

R1年度

8月 9月 10月 11月 12月7月4月 5月 6月

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

1月 2月 3月

様式１－２

パブリックコメント

委員会①

委員会② 委員会④委員会③ 委員会⑤

アンケート

委員会⑥

様式１－２

アンケート

■計画の概要
市町村障害者計画：障害者の自立及び社会参加の支援等のため施策を総合的かつ計画的に実施するための計画

市町村障害福祉計画：障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画

市町村障害児福祉計画：障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円

滑な実施に関する計画

■策定の根拠
市町村障害者計画：障害者基本法１１条

市町村障害福祉計画：障害者総合支援法第８８条

市町村障害児福祉計画：児童福祉法第３３条の２０

■策定期間における市民参加スケジュール



令和 元 年 10 月 3 年 3 月

■ □
■ □
□ □
■ □
□ ） □ ）

２　市民参加方法の予定と実績

（１）審議会等

～ ～

8 人 ： 9 人 人 ： 人

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ 無 □ □ □ 無

（２）パブリックコメント

2 年 12 月頃 ～

日間 日間

件 件 人

件

件

件

3 年 3 月頃

課名 高齢福祉課 対象区分 （２）計画の策定・変更

１　概要

令和２年度市民参加推進調査シート 新規　・　継続
様式１-１

作成日： R1.12.10

Ｎｏ． 5 対象事項
あんジョイプラン９（第８次安城市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画）
の策定

対象事項の
概要

介護保険法１１７条及び老人福祉法２０条の８に基づき、高齢者に関する福祉施策全般の方針となる
「高齢者福祉計画」及び介護保険事業運営の基本となる「介護保険事業計画」を策定する。

実施期間 令和

市民参加の
手法

予　定 実　績
審議会等 審議会等

パブリックコメント パブリックコメント

市民説明会 市民説明会

ワークショップ ワークショップ

その他（ その他（

予　定 実　績

委員任期 R1.10.31 R3.3.31 委員任期

備考

審議会等の名称 安城市高齢者福祉計画・介護保険事業計画委員会 設置根拠 法律・条例

開催日 ７、９、１１、２月 開催日

回数 ４回 回数

委員構成内訳

学識経験者1名、医療関係者5名、保健関係
者1名、福祉関係者4名、介護サービス事業者
2名、被用者保険者代表1名、被保険者代表1
名、公募市民2名

委員構成内訳

委員の男女比 （男性：女性） 委員の男女比 （男性：女性）

委員名簿公開 公開 非公開 委員名簿公開 公開 非公開

内容 計画素案作成 内容

会議の傍聴 公開 非公開 会議の傍聴 公開 非公開

計画の公開 公開 非公開 計画の公開 公開 非公開

議事録の公開 公開 非公開 議事録の公開 公開 非公開

周知方法 市公式ウェブサイト 周知方法

予　定 実　績

年度毎の実績 公開 非公開 年度毎の実績 公開 非公開

意見募集期間 令和 意見募集期間

日数 30 日数

工夫点
・市の施設等に設置し、より多くの市民の
目に触れるようにする

意見の反映

案を修正した　　

案を修正しなかった

感想、対象事項以外の意見等

反映した
主な意見

周知方法
（設置場所）

高齢福祉課窓口、文化センター、各地区公民
館、スポーツセンター、青少年の家、社会福祉
会館、各福祉センター、図書情報館（アン
フォーレ内）、市公式ウェブサイト、広報

周知方法
（設置場所）

想定件数 20 提出件数

結果公表時期 令和 結果公表時期

備考 備考

～～



（４）ワークショップ

2 年 月頃

回

人

□ ■ □ □

□ ■ □ □

□ ■ □ □

＜令和元年度実績＞
・審議会２回開催
・ワークショプ３回開催
・アンケートを8,367人に実施

（65歳以上高齢者・40～64歳市民　各2,000人無作為抽出＋認定者4,367人）
（集計中のため、回収数・回収率は未確定）

予　定 実　績

開催日 令和 4～6 開催日

内容
認知症について、介護予防について、介
護人材について、総合事業について

内容

人数 40 人数

回数 3 回数

場所 安城市役所会議室 場所

構成内訳 専門職、介護従事者、市民など 構成内訳

メンバーの公募 する メンバーの公募 したしない しなかった

備考
実施したことのみプラン等で公表し、内容は内
部資料として保管。

備考

周知方法 周知方法

活用方法 プラン策定のための基礎資料
反映した
主な意見

３　対象年度以外での市民参加の実績と予定について

傍聴 公開 非公開 傍聴 公開 非公開

成果物の公開 公開 非公開 成果物の公開 公開 非公開



令和２年度　市民参加推進調査シート（対象事項の概要）　

№ 5 対象事項
あんジョイプラン９（第８次安城市高齢者福祉計画・第８期介
護保険事業計画）の策定

担当課 高齢福祉課

上記の理由 国が策定方針を定めるが、施策については市の現状に応じて策定できるため。

【事業概要及びスケジュール】

予算額 - 対象市民 全安城市民

意見を反映できる余地 余地がある　・　ある程度余地がある　・　あまり余地がない

10月 11月 12月 1月 2月 3月 8月 9月 10月 11月 12月

R１年度
1月 2月 3月

R2年度
4月 5月 6月 7月

様式１－２

■計画（条例）の概要
介護保険法１１７条及び老人福祉法２０条の８に基づき、高齢者に関する福祉施策全般の方針となる「高齢者福祉計画」及び介

護保険事業運営の基本となる「介護保険事業計画」を策定する。

■策定（制定）の根拠（背景）
（市町村介護保険事業計画）

第百十七条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関

する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）を定めるものとする。

（市町村老人福祉計画）

第二十条の八 市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人福祉事業」という。）の供給体制の確

保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」という。）を定めるものとする。

パブリックコメント
審議会③ 審議会⑤審議会④

アンケート
審議会① 審議会② 審議会⑥

ワークショップ①～③ ワークショップ④～⑥



平成 31 年 4 月 3 年 3 月

■ □
■ □
□ □
□ □
□ ） □ ）

２　市民参加方法の予定と実績
（１）審議会等

～ ～

11 人 ： 4 人 人 ： 人

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ 無 □ □ □ 無

（２）パブリックコメント

2 年 11 月頃 ～

日間 日間

件 件 人

件

件

件

3 年 1 月頃

＜令和元年度実績＞
・審議会２回開催
・アンケートを２,０００人に実施。無作為抽出。

（集計中のため、回収数・回収率は未確定）

３　対象年度以外での市民参加の実績と予定について

結果公表時期 令和 結果公表時期

備考 備考

工夫点 表紙を親しみやすいものとする。
意見の反映

案を修正した　　

案を修正しなかった

感想、対象事項以外の意見等
反映した
主な意見

周知方法
（設置場所）

環境都市推進課、文化センター、各公民館、
図書情報館、保健センター、教育センター、市
民交流センター、市民ギャラリー等

周知方法
（設置場所）

想定件数 10 提出件数

意見募集期間 令和 意見募集期間

日数 30 日数

周知方法 市公式ウェブサイト 周知方法

予　定 実　績

年度毎の実績 公開 非公開 年度毎の実績 公開 非公開

計画の公開 公開 非公開 計画の公開 公開 非公開

議事録の公開 公開 非公開 議事録の公開 公開 非公開

委員名簿公開 公開 非公開 委員名簿公開 公開 非公開

内容 素案作成、計画書作成 内容

会議の傍聴 公開 非公開 会議の傍聴 公開 非公開

開催日 ６、１０、２月 開催日

回数 ３回 回数

委員構成内訳
市民公募2名、学識経験者2名、各種団体
の代表者10名、関係行政機関の職員1名

委員構成内訳

委員の男女比 （男性：女性） 委員の男女比 （男性：女性）

予　定 実　績

委員任期 R1.10.20 R3.10.19 委員任期

備考

審議会等の名称 安城市環境審議会 設置根拠 法律・条例

対象事項の
概要

安城市環境基本条例第９条に基づき、第２次環境基本計画を策定する

実施期間 令和

市民参加の
手法

予　定 実　績
審議会等 審議会等

パブリックコメント パブリックコメント

市民説明会 市民説明会

ワークショップ ワークショップ

その他（ その他（

課名 環境都市推進課 対象区分 （２）計画の策定・変更

１　概要

令和２年度市民参加推進調査シート 新規　・　継続
様式１-１

作成日： 令和元年12月6日

Ｎｏ． 6 対象事項 第２次環境基本計画の策定

～



12月 1月

12月 1月 2月 3月

R2年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

9月 10月 11月8月4月 5月

上記の理由 国・県の方針はあるが、市の状況に合わせて策定できるため

【事業概要及びスケジュール】

2月 3月6月 7月

R1年度

予算額 ３，０００千円 対象市民 全安城市民

意見を反映できる余地 余地がある　・　ある程度余地がある　・　あまり余地がない

令和２年度　市民参加推進調査シート（対象事項の概要）　

№ 6 対象事項 第２次安城市環境基本計画策定 担当課 環境都市推進課

様式１－２

■計画（条例）の概要
安城市環境基本条例に基づき、環境の保全及び創造に関する施策を定める

■策定（制定）の根拠（背景）

・安城市環境基本条例第９条

（市長は、環境の保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、安城市環境基本計画（以下「環境基本計画」

という。）を定めなければならない）

■策定期間における市民参加のスケジュール

パブリックコメント

審議会① 審議会②

審議会④審議会③

アンケート

審議会⑤



令和 元 年 7 月 3 年 3 月

■ □
■ □
□ □
□ □
□ ） □ ）

２　市民参加方法の予定と実績

（１）審議会等

～ ～

10 人 ： 2 人 人 ： 人

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ 無 □ □ □ 無

（２）パブリックコメント

2 年 10 月頃 ～

日間 日間

件 件 人

件

件

件

3 年 3 月頃

＜令和元年度実績＞
・審議会を２回開催
・アンケートを２，０００人に実施。無作為抽出。
　回収数：９１０枚、回収率：４６％

３　対象年度以外での市民参加の実績と予定について

結果公表時期 令和 結果公表時期

備考 備考

工夫点
・目に付きやすい場所に意見募集の案内
を掲示する。
・市民が分かりやすい資料を供覧する。

意見の反映

案を修正した　　

案を修正しなかった

感想、対象事項以外の意見等
反映した
主な意見

周知方法
（設置場所）

広報あんじょう、市公式ウェブサイト、公民館、
図書情報館（アンフォーレ内）、土木課窓口

周知方法
（設置場所）

想定件数 5 （前回8件　3人） 提出件数

意見募集期間 令和 意見募集期間

日数 30 日数

周知方法 市公式ウェブサイト 周知方法

予　定 実　績

年度毎の実績 公開 非公開 年度毎の実績 公開 非公開

計画の公開 公開 非公開 計画の公開 公開 非公開

議事録の公開 公開 非公開 議事録の公開 公開 非公開

委員名簿公開 公開 非公開 委員名簿公開 公開 非公開

内容 第２次安城市雨水マスタープラン（案）について 内容

会議の傍聴 公開 非公開 会議の傍聴 公開 非公開

開催日 ８、１月 開催日

回数 ２回 回数

委員構成内訳
学識経験を有する者４人、公共的団体等を代表す
る者２人、公募市民３人、関係行政機関の職員３人 委員構成内訳

委員の男女比 （男性：女性） 委員の男女比 （男性：女性）

予　定 実　績

委員任期 R1.7.1 R3.3.31 委員任期

備考

審議会等の名称 安城市雨水マスタープラン策定審議会 設置根拠 法律・条例

対象事項の
概要

現行の安城市雨水マスタープランは、令和２年度で計画期間が満了するため、これまで取り組んでき
た雨水対策の課題を整理した上で、最新の知見や市民等の意見を参考に、第２次安城市雨水マス
タープランを策定する。

実施期間 令和

市民参加の
手法

予　定 実　績
審議会等 審議会等

パブリックコメント パブリックコメント

市民説明会 市民説明会

ワークショップ ワークショップ

その他（ その他（

課名 土木課 対象区分 （２）計画の策定・変更

１　概要

令和２年度市民参加推進調査シート 新規　・　継続
様式１-１

作成日： R1.12.17

Ｎｏ． 7 対象事項 第２次安城市雨水マスタープランの策定

～



R1年度
7月 8月

1月 2月 3月

R2年度
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2月 3月9月 10月 11月 12月 1月

上記の理由 国のガイドラインはあるが、市の現状に合わせて策定できるため。

【事業概要及びスケジュール】

予算額 ８，０００千円 対象市民 全安城市民

意見を反映できる余地 余地がある　・　ある程度余地がある　・　あまり余地がない

令和２年度　市民参加推進調査シート（対象事項の概要）　

№ 7 対象事項 第２次安城市雨水マスタープランの策定 担当課 土木課

様式１－２

パブリックコメント

審議会②

審議会③

アンケート

審議会④

審議会①

■計画（条例）の概要
「市民、事業者及び行政が協働して、あまみずを水資源として捉え、さらに防災の視点を取り入れた雨水対策を推進する。」という

基本方針の下、あまみずを「流す」、「浸透させる」、「貯める」、「使う」、水害について「学び備える」ことに着目した施策を計画的に

実施するための計画

■策定（制定）の根拠（背景）
・東海豪雨や平成２０年８月末豪雨を契機として、平成２３年３月に安城市雨水マスタープランを策定し、様々な施策を実施してきた。

・平成２７年の水防法改正を受け、国土交通省指導の下、より効率的かつ総合的な雨水対策の推進が求められている。

・平成３０年７月豪雨（西日本豪雨）や今年の台風１９号などにより、全国各地で浸水被害が発生しており、全国的に浸水リスクが高

まっている。

以上の背景を踏まえ、計画期間が満了する令和２年度末を目途に第２次安城市雨水マスタープランを策定する。

■策定期間における市民参加のスケジュール



平成 31 年 4 月 3 年 3 月

■ □
■ □
□ □
■ □
□ ） □ ）

２　市民参加方法の予定と実績

（１）審議会等

～ ～

9 人 ： 6 人 人 ： 人

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ 無 □ □ □ 無

（２）パブリックコメント

3 年 1 月頃 ～

日間 日間

件 件 人

件

件

件

3 年 3 月頃結果公表時期 令和 結果公表時期

備考 備考

工夫点
生涯学習関連施設に配布し、多くの人の
目に触れるようにする。

意見の反映

案を修正した　　

案を修正しなかった

感想、対象事項以外の意見等

反映した
主な意見

周知方法
（設置場所）

広報あんじょう、市公式ウェブサイト、公
民館、青少年の家、市民会館、市民交流
センター、体育館、歴史博物館、図書情
報館（アンフォーレ内）

周知方法
（設置場所）

想定件数 5 （前回2件　1人） 提出件数

意見募集期間 令和 意見募集期間

日数 30 日数

周知方法 市公式ウェブサイト 周知方法

予　定 実　績

年度毎の実績 公開 非公開 年度毎の実績 公開 非公開

計画の公開 公開 非公開 計画の公開 公開 非公開

議事録の公開 公開 非公開 議事録の公開 公開 非公開

委員名簿公開 公開 非公開 委員名簿公開 公開 非公開

内容 素案作成、パブリックコメントについて 内容

会議の傍聴 公開 非公開 会議の傍聴 公開 非公開

開催日 ８、１０、１１、２月 開催日

回数 ４回 回数

委員構成内訳 社会教育委員１１名、公募市民４名 委員構成内訳

委員の男女比 （男性：女性） 委員の男女比 （男性：女性）

予　定 実　績

委員任期 R1.8.21 R3.3.31 委員任期

備考

審議会等の名称 第4次安城市生涯学習推進計画策定委員会 設置根拠 法律・条例

対象事項の
概要

教育基本法第17条2項に基づき、第４次安城市生涯学習推進計画を策定する。

実施期間 令和

市民参加の
手法

予　定 実　績
審議会等 審議会等

パブリックコメント パブリックコメント

市民説明会 市民説明会

ワークショップ ワークショップ

その他（ その他（

課名 生涯学習課 対象区分 （２）計画の策定・変更

１　概要

令和２年度市民参加推進調査シート 新規　・　継続
様式１-１

作成日：

Ｎｏ． 8 対象事項 安城市生涯学習推進計画の策定

～～



（４）ワークショップ

2 年 月頃

6 回

人 （拡大作業部会は50人）

■ □ □ □

□ ■ □ □

■ □ □ □

<令和元年度>
・委員会２回開催
・ワークショップ1回開催
・アンケートを２，０００人に実施。無作為抽出。
　有効回収数：５８５枚　有効回答率：２９．３％

傍聴 公開 非公開 傍聴 公開 非公開

成果物の公表 公開 非公開 成果物の公表 公開 非公開

３　対象年度以外での市民参加の実績と予定について

備考
自由闊達な意見を妨げる恐れがある
ため傍聴非公開

備考

周知方法 広報あんじょう、市公式ウェブサイト 周知方法

活用方法 素案策定に盛り込む
反映した
主な意見

構成内訳 公募市民２０人（拡大作業部会は50人） 構成内訳

メンバーの公募 する メンバーの公募 したしない しなかった

内容 事業案の作成 内容

人数 20 人数

回数 （うち2回は拡大作業部会） 回数

場所 文化センター 場所

予　定 実　績

開催日 令和 ４～７、９ 開催日



3月4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

8月 9月 10月 1月

上記の理由 国の方針はあるが、市の現状に合わせて策定できるため。

【事業概要及びスケジュール】

R2年度

4月 5月 6月 7月

R1年度

2月 3月11月 12月

予算額 ４，３７４千円 対象市民 全安城市民

意見を反映できる余地 余地がある　・　ある程度余地がある　・　あまり余地がない

令和２年度　市民参加推進調査シート（対象事項の概要）　

№ 8 対象事項 第4次安城市生涯学習推進計画策定 担当課 生涯学習課

様式１－２

■計画（条例）の概要

本市の生涯学習の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための計画

■策定（制定）の根拠（背景）

・教育基本法第１７条１項

（政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興に関する施策についての基本的な方針

及び施策その他必要な事項について、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。）

・教育基本法第１７条２項

（地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における教育の振興のための施策に関す

る基本的な計画を定めるよう努めなければならない。

■策定期間における市民参加のスケジュール

アンケート

委員会① 委員会②

パブリックコメント

ワークショップ①

ワークショップ②～⑥

委員会③

ワークショップ⑦

委員会④ 委員会⑤ 委員会⑥



令和 2 年 4 月 3 年 9 月 （予定）

■ □
□ □
□ □
□ □
■ ） □ ）

２　市民参加方法の予定と実績

（１）審議会等

～ ～

6 人 ： 4 人 人 ： 人

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ 無 □ □ □ 無

（５）その他（アンケート）

2 年 10 月頃 年 月頃

部 部

部 33 ％） 部 ％）

＜令和３年度予定＞
・審議会２回開催
・パブリックコメント実施

３　対象年度以外での市民参加の実績と予定について

（回収率

活用方法 安城市の現状及び課題の把握
反映した
主な意見

備考 備考

予定配布数 3,000 配布数

回収見込数 1,000 （回収率 回収数

調査方法 調査票郵送、郵送回収 調査方法

調査時期 令和 調査時期 令和

調査対象 市内在住18歳以上の男女、中高生 調査対象

抽出方法 無作為抽出(中高生のみ学校依頼) 抽出方法

予　定 実　績

周知方法 市公式ウェブサイト 周知方法

年度毎の実績 公開 非公開 年度毎の実績 公開 非公開

計画の公開 公開 非公開 計画の公開 公開 非公開

議事録の公開 公開 非公開 議事録の公開 公開 非公開

委員名簿公開 公開 非公開 委員名簿公開 公開 非公開

内容 アンケート結果について、素案作成 内容

会議の傍聴 公開 非公開 会議の傍聴 公開 非公開

開催日 ５、１２、２月 開催日

回数 ３回 回数

委員構成内訳 公募市民３名、学識経験者７名以内 委員構成内訳

委員の男女比 （男性：女性） 委員の男女比 （男性：女性）

予　定 実　績

委員任期 R1.5.1 R3.4.30 委員任期

備考

審議会等の名称 安城市スポーツ振興計画 設置根拠 法律・条例

対象事項の
概要

平成２８年から施行の第２次安城市スポーツ振興計画の中間見直しをする。

実施期間 令和

市民参加の
手法

予　定 実　績
審議会等 審議会等

パブリックコメント パブリックコメント

市民説明会 市民説明会

ワークショップ ワークショップ

その他（ アンケート その他（

課名 スポーツ課 対象区分 （２）計画の策定・変更

１　概要

令和２年度市民参加推進調査シート 新規　・　継続
様式１-１

作成日： R1.11.24

Ｎｏ． 9 対象事項 第２次安城市スポーツ振興計画の改定

～



■計画の概要

スポーツの推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための計画

■計画の背景

　 平成１７年に安城市スポーツ振興計画を施行し、スポーツを親しむ機会の充実を図ってきた。

平成２３年にスポーツ基本法が制定され、国や県の施策が新しく整備される中、東京２０２０オリンピック・

パラリンピックの開催決定などスポーツを取り巻く環境が変化したこともあり、改めて今後１０年間の本市の

スポーツ振興の基本として、「第２次スポーツ振興計画」を平成２８年より施行。

■計画の中間見直し

第２次スポーツ振興計画の中間年にあたる令和２年度は、東京２０２０オリンピック・パラリンピックも開催され、

オリンピック後のレガシーを引き継ぐために、オリンピック終了後からアンケート調査を実施し、中間見直しを

実施する。

■策定期間の概要スケジュール

■その他

東京2020オリンピック・パラリンピック終了後にアンケート調査を実施するため、年度を跨いで実施を予定している。

R3年度

6月 7月 8月 9月4月 5月8月 9月 10月 11月

R2年度

4月 5月 6月 7月 2月 3月12月 1月

上記の理由 既にある計画の中間見直しのため

【事業概要及びスケジュール】

予算額 ３，４４３千円 対象市民 全安城市民

意見を反映できる余地 余地がある　・　ある程度余地がある　・　あまり余地がない

令和２年度　市民参加推進調査シート（対象事項の概要）　

№ 9 対象事項 第２次安城市スポーツ振興計画改定 担当課 スポーツ課

様式１－２

パブリックコメント審議会① 審議会②アンケート 審議会③ 審議会④ 審議会⑤



令和 元 年 10 月 3 年 3 月

■ □
■ □
□ □
□ □
□ ） □ ）

２　市民参加方法の予定と実績

（１）審議会等

～ ～

5人 ： 5人 人 ： 人

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

■ □ □ □

□ ■ □ 無 □ □ □ 無

（２）パブリックコメント

2 年 ～

日間

件 件 人

件

件

件

2 年 1 月頃

＜令和元年度実績＞
・eモニターによるアンケートを実施（回答期間中）
・審議会２回開催

３　対象年度以外での市民参加の実績と予定について

結果公表時期 令和 結果公表時期

備考 備考

工夫点

市の施設に閲覧用の紙資料を設置、ま
たホームページでの公開を実施すること
で、より多くの市民の目に触れるようにす
る。

意見の反映

案を修正した　　

案を修正しなかった

感想、対象事項以外の意見等

反映した
主な意見

想定件数 15 提出件数

日数 約１か月間 日数

周知方法
（設置場所）

市の施設や市公式ホームページ
周知方法
（設置場所）

意見募集期間 令和 10～11月頃 意見募集期間

周知方法 市公式ホームページ 周知方法

予　定 実　績

年度毎の実績 公開 非公開 年度毎の実績 公開 非公開

計画の公開 公開 非公開 計画の公開 公開 非公開

議事録の公開 公開 非公開 議事録の公開 公開 非公開

委員名簿公開 公開 非公開 委員名簿公開 公開 非公開

内容 パブリックコメントについて、計画案の答申 内容

会議の傍聴 公開 非公開 会議の傍聴 公開 非公開

開催日 ８、１２、２月 開催日

回数 ３回 回数

委員構成内訳
公募市民2人、学識経験者2人、
地元有識者3人、市民団体代表3人

委員構成内訳

委員の男女比 （男性：女性） 委員の男女比 （男性：女性）

予　定 実　績

委員任期 令和元年8月 令和3年3月 委員任期

備考

審議会等の名称 安城市文化振興計画策定審議会 設置根拠 規則・要綱等その他

対象事項の
概要

安城市の文化振興を推進する計画を策定する。

実施期間 令和

市民参加の
手法

予　定 実　績
審議会等 審議会等

パブリックコメント パブリックコメント

市民説明会 市民説明会

ワークショップ ワークショップ

その他（ その他（

課名 文化振興課 対象区分 （２）計画の策定・変更

１　概要

令和２年度市民参加推進調査シート 新規　・　継続
様式１-１

作成日： R1.11.28

Ｎｏ． 10 対象事項 安城市文化振興計画の策定

～



令和２年度　市民参加推進調査シート（対象事項の概要）　

№ 10 対象事項 安城市文化振興計画の策定 担当課 文化振興課

上記の理由 市の現状に合わせて策定できるため。

【事業概要及びスケジュール】

■計画の概要
　　安城市における文化振興（芸術文化の振興、歴史博物館の運営、文化財の保護）を推進するための計
画。

■策定の背景
　　平成28年2月に策定された安城市教育大綱に基づき、文化振興に関する分野別の計画として、国・県に
おける教育施策や制度等の動向整理、本市の現状や課題等を踏まえて、総合的かつ効果的な計画を策定
する。

■策定期間における市民参加のスケジュール

予算額 ５００万円 対象市民 全安城市民

意見を反映できる余地 余地がある　・　ある程度余地がある　・　あまり余地がない

R１年度 R2年度

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 12月 1月 2月 3月10月 11月6月 7月 8月 9月

様式１－２

パブリックコメント審議会③ 審議会⑤審議会④eモニター審議会① 審議会②



令和 2 年 4 月 3 年 3 月

□ □
■ □
□ □
□ □
□ ） □ ）

２　市民参加方法の予定と実績
（２）パブリックコメント

2 年 12 月頃 ～

日間 日間

件 件 人

件

件

件

3 年 4 月頃

なし

３　対象年度以外での市民参加の実績と予定について

備考 備考

結果公表時期 結果公表時期令和

想定件数 提出件数

工夫点

・パブリックコメント募集のチラシを配布す
る
・閲覧用だけでなく、貸出用も用意する
・市の施設等に設置し、より多くの市民の
目に触れるようにする

意見の反映

反映した
主な意見

案を修正した　　

案を修正しなかった

感想、対象事項以外の意見等

5

予　定 実　績

意見募集期間 意見募集期間

30

令和

日数 日数

周知方法
（設置場所）

広報あんじょう、市公式ウィブサイト、公民
館（12か所）、図書情報館（アンフォーレ
内）、建築課窓口

周知方法
（設置場所）

ワークショップ

備考

市民説明会 市民説明会

その他（ その他（

ワークショップ

市民参加の
手法

予　定 実　績
審議会等 審議会等

パブリックコメント

様式１-１
令和２年度市民参加推進調査シート 新規　・　継続

R2.2.17作成日：

パブリックコメント

Ｎｏ． 11 対象事項 安城市建築物耐震改修促進計画の改正

課名 建築課 対象区分 （２）計画の策定・変更

１　概要

対象事項の
概要

安城市建築物耐震改修促進計画の計画期間終了に伴う更新

実施期間 令和～

資料２（追加）



上記の理由 愛知県の計画に準拠するため

余地がある　・　ある程度余地がある　・　あまり余地がない

令和２年度　市民参加推進調査シート（対象事項の概要）　

建築課

対象市民 全安城市民

意見を反映できる余地

№

予算額

11

－

対象事項 安城市建築物耐震改修促進計画の改正 担当課

3月2月9月 10月 11月 12月 1月

【事業概要及びスケジュール】

4月 5月 6月 7月 8月

様式１－２

■計画の概要
市内の住宅、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図ることにより、都市の防災性を高め、震災

から市民の生命及び財産を守ることを目的とした計画

■改正の根拠（背景）

・計画の位置付け

耐震改修促進法第６条第１項に基づき、愛知県建築物耐震改修促進計画及び安城市地域防災

計画と整合性のある計画として策定

・計画期間 令和３年度から令和７年度までの５年間

■策定期間における市民参加のスケジュール

市素案作成 愛知県から

案提示

パブリックコメント

策定市最終案

作成

愛知県から

素案配布

■安城市建築物耐震改修促進計画（現行）
＜基本方針＞

国の社会資本整備総合交付金の活用を図るとともに、愛知県、建築関連団体、建築物の所有者

等との連携と協力のもと、 積極的に建築物の耐震診断、耐震改修の促進を図るものとする。

民間の建築物については、まずは住宅の耐震化を促進し、多数の者が利用する建築物等につい

ては、国・県の制度に沿いながら順次耐震化の促進を図るよう努めていく。

＜耐震化目標＞

（１）住宅の耐震化目標 Ｈ32年度まで ：35％

（２）特定既存耐震不適格建築物の耐震化目標

①多数の者が利用する建築物の目標 ：35％

②危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物の目標 ：避難路等に隣接するものを

優先して耐震化を図る。

③通行障害建築物の目標 ：建築物所有者に直接ＰＲし、耐震化を図る。

＜耐震化の取組み方針＞

１ 公共建築物における耐震化の取組み方針

安城市が所有する建築物については、Ｈ26年度までに全て耐震補強を完了し、耐震化率

100％を達成するものとする。

今後計画する建築物については、一般建築物より大きな地震力にも耐えられるよう設計を

行う。

２ 民間建築物における耐震化の取組み方針

（１）耐震化促進のために基本とする考え方

①耐震化率の向上

②耐震診断及び耐震改修に対する支援

③耐震化に係る啓発

④減災化のための支援

（２）地震発生時に通行を確保すべき道路の設定

①緊急輸送道路

②避難路等

＜耐震化に係る総合的な施策の展開＞

１ 耐震化率向上のための取組み

２ 耐震診断及び耐震改修に対する支援

３ 耐震化に係る普及啓発

４ 減災化の促進等

95%（国の提示目標と同値）

安城市 H26.1.1 83.2％

H31.1.1 86.3％
①現在、安城市

のデータなし


